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1.  検討目的 

「肱川水系山鳥坂ダム建設事業環境影響評価評価書」に記載されている、山鳥坂
ダム建設事業（以下、本事業という）により影響を受けると予測された種について、
保全措置の検討を行うものである。 
 

2.  動物に関する保全措置の基本的な考え方 

2.1  保全措置対象種 

「肱川水系山鳥坂ダム建設事業環境影響評価評価書」において、対象事業の実
施により影響を受けると予測され保全措置対象種となって動物の重要な種は、オ
モゴミズギワカメムシ、キイロサナエ、アオサナエの 3 種である。 
さらに、平成 20 年に新たに確認されたミヤマサナエも加えた 4 種を、保全措
置対象種とし、表 2-1 に示す。 
 

表 2-1 山鳥坂ダムにおける保全措置対象種（ミヤマサナエを含む） 
分類群  科  名  種  名  環境省 RL 愛媛県 RDB 

1 昆虫類  
ミズギワ  
カメムシ科  

オモゴミズギワカメムシ  準絶  準絶  

2 キイロサナエ   準絶  
3 アオサナエ   Ⅱ類  
4 

動
物 底 生動物  サナエトンボ科  

ミヤマサナエ   準絶  
1.選定理由 
環境省 RL    ：「哺乳類、汽水・淡水魚類、昆虫類、貝類、植物 I 及び植物 II のレッドリストの 
見直しについて」（環境省 平成 19 年 8 月） 
準絶 ：準絶滅危惧（存続基盤が脆弱な種） 
愛媛県 RDB：愛媛県レッドデータブック―愛媛県の絶滅のおそれのある野生生物―（愛媛県 平成 15 年 3 月） 
準絶 ：準絶滅危惧（存続基盤が脆弱な種） 

 
 

 

2.2  保全措置の基本的な考え方 

保全措置の基本的な考え方は、山鳥坂ダム建設後においても、対象事業実施区
域及びその周辺の区域を含む地域において成立している、保全措置対象種の個体
群が維持されることとする。 
また、保全措置対象種の保全措置実施の基本的な流れを図 2-1 に示す。 

保全対象種の生態整理

移植手法の検討

生息状況の把握
（現地調査）

移植適地の選定（現地選定）

必要に応じて
生息環境整備の検討

本移植の実施

モニタリング・順応的管理

保全措置の基本的考え方設定

詳細移植計画・管理計画の立案

 
 

図 2.2-1 保全措置の基本的な流れ 
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2.3  保全目標の考え方 

前項において保全措置の基本的な考え方として、「対象事業実施区域及びその
周辺の区域を含む地域において成立している、保全措置対象種の個体群が維持さ
れること」を示した。 
こ の基本的な目標を達成したと判断するにあたり、保全目標の考え方を表
2.1-1 に示す。 
また、予測地域全体での生息確認状況や改変率等を考慮し、生存率の目標を設
定する。 
以上の基本的な考え方に従い、各種ごとに保全目標を設定するものとする。 
 

表 2.3-1 保全目標の基本的な考え方 

保全目標 
 

備考 
（モニタリングの目安） 

対象事業実施区域及びその周辺の区
域を含む地域において成立している、保
全措置対象種の個体群が維持されるこ
ととする。 
具体的には、保全措置の実施等により
保全措置対象種の対象事業実施区域及
びその周辺の区域を含む地域の生息環
境が維持され、保全措置対象種の生息が
確認されることとする。 

モ ニ タ リ ン グ の 期 間 と
し て 保 全 措 置 実 施 後 5
年程度を目安とするが、
種ごとに設定する。  

注）基本的な考え方及び生態特性を踏まえた上で、種ごとに設定する。  

 
 

2.4  保全措置の手法についての考え方 

保全措置の手法については、評価書に記載されているとおり、基本的に移植に
より実施し、必要に応じて生息環境の整備による新たな生息環境の整備について
検討することとする。 
昆虫や底生動物の移植については知見が少なく、不確実性が高いことから、必
要に応じて生息環境の整備による新たな生息環境の創出について検討すること
とする。 
 

3.  保全措置の概略検討 

3.1  概略検討項目 

保全措置の概略検討項目は、保全目標、保全方針、維持管理計画、今後の課題
とした。保全措置の概略検討項目を、表 6.1-1 に示す。 
 

3.2  概略検討結果 

平成 20 年度までに確認された各保全措置対象種の生息状況を踏まえ、保全措
置の概略検討を行った。 
概略検討結果について表 3.2-1～ 4 に示す。 
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表 3.2-1(1) オモゴミズギワカメムシ 保全措置方針案 

保全措置方針案 
影響要因 貯水池の出現による直接改変 
影響時期 平成 30 年頃 
保全目標 対象事業実施区域及びその周辺の区域を含む地域におい

て成立している、保全措置対象種の個体群が維持されるこ
ととする。  

生活形 ―  
繁殖形態 ― 

生
態
特
性  食性  他の昆虫を捕食する  
生息環境 日当りの良い流水域の礫上、山間渓流の水しぶきがあまりかからない岩

場に生息する。調査地域では、広く分布している。 
 

繁殖環境 飛翔力が小さいことから、行動圏は比較的小さいと考えられ、
生息環境と同様と考えられる。 

河床勾配 山地の渓流から中流沿い。河床勾配は 1/55～ 1/600 程度。  
河川幅 山地の渓流から中流沿い 
河 床 構成材
料 

大きな石や岩盤のある場所。落差工の壁面などにも生息する。 

流況 ―  
河川植生 ― 
上空鬱閉
率 

日当りの良い場所を好むことから、上空鬱閉率の低い場所 

水質 ―  

移
植
適
地
要
因 

候補地 山地の渓流から中流沿いの巨石、岩盤の分布する場所 
手法 □移植    ■生息地の保全   ■生息環境の整備   
実施時期  
【長期計画】（評価書に記載した工程計画を元にしており、今後見直す可能性がある。）  

年  19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

工 事 工程  

            

生 息 状 況 及
び  
生 息 環 境 調
査  

            

生 息 環 境 の
整備  

            

移 植 作業等  
            

工 種  ■ 工 事 用 道 路  ■ 建 設 発 生 土 処 理  ■ 付 替 道 路  ■ ダ ム 堤 体  ■ 原 石 の 採 取  ■ 施 工
設備設置  ■ 試験湛水  
   (実 線 )本 種が影 響を受ける工事     (点 線 )本 種への 影響はない工事  

※ 工事工程は「肱川水系山鳥坂ダム環境影響評価評価書」 P2-8 を 元 に作 成 。平成 19、 20 年

度は詳細な工事計画を元に、影響を受ける工種を選定している。平成 21 年 度以降は工事計画

と重要な種の確認地点の重ね合わせ結果から、影響を受ける工種を選定し、該当工種の平成 21

年 度以降の工事時期を選定している。  

 

表 3.2-1(2) オモゴミズギワカメムシ 保全措置方針案 

保全措置方針案 
方針 ・  現地調査により、調査地域に広く分布し、個体数も多いこ

とが確認された。 
・  移植に関する事例がなく、不確実性も高いことから、残存
する生息環境の保全を図るものとする。なお、残存する地
域においても、多くの個体数の残存が想定される。 
・  河川に係る整備計画実施の際には、本種の生息環境に配慮
し、日当たりの良い場所に巨石を配置する等により生息環
境の整備を図ることが可能と考えられる。 
・  改変区域の個体の移植については、現時点では想定しない
が、今後の状況を踏まえ、必要に応じて移植するものとす
ることを検討する。  

維 持 管 理 計
画 及 び モ ニ
タリング 

定期的な生息状況及び生息環境の確認  

今後の課題 ・  生息環境の整備手法について詳細に検討する必要がある。 
・  移植事例がないことから、移植する場合には、移植実験等
により詳細な移植手法の検討が必要である。 
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表 3.2-2(1) キイロサナエ 調査地域における保全措置方針案 

保全措置方針案 
影響要因 貯水池の出現による直接改変 
影響時期 平成 30 年頃 
保全目標 対象事業実施区域及びその周辺の区域を含む地域におい

て成立している、保全措置対象種の個体群が維持されるこ
ととする。  

生活形 ―  
繁殖形態 水中に産卵 

生
態
特
性  食性  肉食性で、幼虫は水中の生きた小動物を捕食する。 
生息環境 成虫は、平地～低山地の清流に生息。 

幼虫は、挺水植物の根際や植物性沈積物がある淵やよどみの
砂泥中などに生息。  

繁殖環境 水際の湿土や繁茂する藻類、または水中に放卵。 
河床勾配 緩やかな流れ、淵、淀み。主要な生息環境である河辺川での

確認地点での河床勾配は 1/55～ 1/170。  
河川幅 中流域 
河 床 構成材
料 

砂泥、礫 

流況 水深 15～ 50cm 程度 
河川植生 ツルヨシ等の挺水植物 
上空鬱閉
率 

― 

水質 清流 

移
植
適
地
要
因 

候補地 河床勾配は 1/55～ 1/170。  
手法 ■移植    ■生息地の保全   ■生息環境の整備   
実施時期  

【長期計画】（評価書に記載した工程計画を元にしており、今後見直す可能性がある。）  
年  19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

工 事 工程  

            

生 息 状 況 及
び  
生 息 環 境 調
査  

            

生 息 環 境 の
整備  

            

移 植 作業等  
            

工 種  ■ 工 事 用 道 路  ■ 建 設 発 生 土 処 理  ■ 付 替 道 路  ■ ダ ム 堤 体  ■ 原 石 の 採 取  ■ 施 工
設備設置  ■ 試験湛水  
   (実 線 )本 種が影 響を受ける工事     (点 線 )本 種への 影響はない工事  
※ 工事工程は「肱川水系山鳥坂ダム環境影響評価評価書」 P2-8 を 元 に作 成 。平成 19、 20 年 度
は詳細な工事計画を元に、影響を受ける工種を選定している。平成 21 年 度 以降は工事計画
と重要な種の確認地点の重ね合わせ結果から、影響を受ける工種を選定し、該当工種の平成
21 年 度以降の工事時期を選定している。  

 

表 3.2-2 (2) キイロサナエ 調査地域における保全措置方針案 

保全措置方針案 
方針 ・  平成 19～ 20 年度の現地調査により、調査地域では確認でき

なかった。 
・  山鳥坂ダムにおいては少なくとも平成 11 年度の確認を最
後に、キイロサナエの生息は確認されていない。 
・  したがって、現状の調査地域では生息している可能性は小
さいと考えられる。したがって、現状では、保全措置を検
討する対象とはしないものとする。 
 

維 持 管 理 計
画 

－ 

今後の課題 ・  現時点では生息の可能性が低いものの、試験湛水前に補足
の確認調査の実施について検討するものとする。 
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表 3.2-3(1) アオサナエ 調査地域における保全措置方針案 
保全措置方針案 
影響要因 施工設備、貯水池の出現による直接改変  
影響時期 平成 25 年頃、平成 30 年頃 
保全目標 対象事業実施区域及びその周辺の区域を含む地域におい

て成立している、保全措置対象種の個体群が維持されること
とする。具体的には、保全措置の実施等により保全措置対象
種の対象事業実施区域及びその周辺の区域を含む地域の生
息環境が維持され、保全措置対象種の生息が確認されること
とする。 

生活形 ― 
繁殖形態 水中に産卵。産卵は単独飛翔型。 

生
態
特
性  食性  肉食性で、幼虫は水中の生きた小動物を捕食する。 
生息環境 成虫は、平地や丘陵地・低山地の清流に生息。 

幼虫は、比較的流れの速い川の砂礫底や波砕湖岸の浮石の下
や砂礫の隙間などに潜んで生活。 

繁殖環境 淵などの比較的流れの緩やかな水面 
河床勾配 中流域や緩流部。河床勾配は 1/50～ 1/400。  
河川幅 河川の中流域 
河床構成材料 砂礫、砂 
流況 ―  
河川植生 ツルヨシ等の植物が水に浸かっている場所 
上空鬱閉率 ― 
水質 清流 

移
植
適
地
要
因 

候補地 河床勾配は 1/50～ 1/400。  
手法 ■移植    ■生息地の保全   ■生息環境の整備   
実施時期  

【長期計画】（評価書に記載した工程計画を元にしており、今後見直す可能性がある。）  
 

年  19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

工 事 工程  

            

生 息 状 況 及
び 生 息 環 境
調査  

            

生 息 環 境 の
整備  

            

移 植 作業等  
            

工 種  ■ 工 事 用 道 路  ■ 建 設 発 生 土 処 理  ■ 付 替 道 路  ■ ダ ム 堤 体  ■ 原 石 の 採 取  ■ 施 工
設備設置  ■ 試験湛水  
   (実 線 )本 種が影 響を受ける工事     (点 線 )本 種への 影響はない工事  
※ 工事工程は「肱川水系山鳥坂ダム環境影響評価評価書」 P2-8 を 元 に 作成 。平成 19、 20 年 度
は詳細な工事計画を元に、影響を受ける工種を選定している。平成 21 年 度 以降は工事計画
と重要な種の確認地点の重ね合わせ結果から、影響を受ける工種を選定し、該当工種の平成
21 年 度以降の工事時期を選定している。  

表 3.2-3(2) アオサナエ 調査地域における保全措置方針案 

保全措置方針案 
方針 平成 19 年～平成 20 年の現地調査により、調査地域で生息

が確認されたが個体数は少ない。 

・  移植に関する事例がなく、不確実性も高いことから、残

存する生息環境の保全についても図るものとする。 

・  本種の生息に適した環境（緩い水の流れがある砂礫底の

生息環境等）について整備する。 
維持管理計画 定期的な移植後の生息状況及び生息環境の確認  
今後の課題 ・  生息環境の整備手法について詳細に検討する必要があ

る。 

・  平成 25 年度頃に、施工設備の工事により 1 地点が影響を

受ける可能性がある。平成 24 年度頃に、先行して保全措

置を実施する必要がある。 

・  サナエトンボ類は、幼虫で川を流れ下り、成虫で遡上す

る種もいることから、成虫がどこで産卵しているか、調

査することが望ましい。 

・  対象事業実施区域及びその周辺の区域だけでなく、個体

群の供給源となっている可能性がある、さらに上流の河

辺川流域等についても調査が必要か検討が必要である。 
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表 3.2-4(1) ミ ヤマサナエ  調査地域における保全措置方針案  

保全措置方針案  
影響要因  貯水池の出現による直接改変  
影 響時期  平 成 30 年 頃  
保 全目標  対 象 事 業 実 施 区 域 及 び そ の 周 辺 の 区 域 を 含 む 地 域 に お

いて成立している、保全措置対象種の個体群が維持され
ることとする。具体的には、保全措置の実施等により保
全 措 置 対 象 種 の 対 象 事 業 実 施 区 域 及 び そ の 周 辺 の 区 域
を含む地域の生息環境が維持され、保全措置対象種の生
息が確認されることとする。  

生活形  ―  
繁 殖 形 態  水中に産卵  
生
態
特
性 

 食 性  肉 食性で、幼虫は水中の生きた小動物を捕食する。  
生息環境  幼虫は河川の比較的中・下流よりの流れのゆるやかな砂

泥底に生息。  
繁殖環境  気温が下がり始めると、再び出現した低地帯にくだって

産卵する。オスの縄張りは独立静止占有型で、交尾は静
止型。産卵は、単独飛翔型で岸辺で卵を蓄え、適当な卵
塊ができると打水産卵を行う。  

河床勾配  緩やかな流れ、淵、淀み。  
河川幅  河 川幅が 10～ 15ｍ 、水深が 15～ 50cm、、  
河床構成材料  底質は砂～泥の環境  
流況  流速は 0～ 5cm/秒  
河 川 植 生  －  
上空鬱閉率 0～ 30％ 程度  
水質  清流  

移
植
適
地
要
因 

候 補 地  河 床勾配は 1/55～ 1/170。  
手 法  ■移植   ■ 生息地の保全   ■ 生息環境の整備    
実 施時期   

【長期計画】（ 評 価 書 に 記 載 し た 工 程 計 画 を 元 に し て お り 、今 後 見 直 す 可 能 性 が あ る 。） 
 

年  1 9  2 0  2 1  2 2  2 3  2 4  2 5  2 6  2 7  2 8  2 9  3 0  

工 事 工 程  

            

生 息 状 況 及
び  
生 息 環 境 調
査  

            

生 息 環 境 の
整 備  

            

移 植 作 業 等  
            

工 種  ■ 工 事 用 道 路  ■ 建 設 発 生 土 処 理  ■ 付 替 道 路  ■ ダ ム 堤 体  ■ 原 石 の 採 取  ■
施 工 設 備 設 置  ■ 試 験 湛 水  
   (実 線 )本 種 が 影 響 を 受 け る 工 事     (点 線 )本 種 へ の 影 響 は な い 工 事  
※ 工 事 工 程 は 「 肱 川 水 系 山 鳥 坂 ダ ム 環 境 影 響 評 価 評 価 書 」 P2 - 8 を 元 に 作 成 。 平 成 19、 2 0
年 度 は 詳 細 な 工 事 計 画 を 元 に 、影 響 を 受 け る 工 種 を 選 定 し て い る 。平 成 21 年 度 以 降 は
工 事 計 画 と 重 要 な 種 の 確 認 地 点 の 重 ね 合 わ せ 結 果 か ら 、 影 響 を 受 け る 工 種 を 選 定 し 、
該 当 工 種 の 平 成 21 年 度 以 降 の 工 事 時 期 を 選 定 し て い る 。  

表 3.2-4(2) ミ ヤマサナエ  調査地域における保全措置方針案  

保全措置方針案  
方針  ・  平 成 20 年 の現地調査により、調査地域で生息が確認

されたが個体数は少ない。  

・  移植に関する事例がなく、不確実性も高いことから、

残存する生息環境の保全についても図るものとする。 

・  本種の生息に適した環境（緩い水の流れがある砂泥底

の生息環境等）について整備する。  
維持管理計画  定期的な移植後の生息状況及び生息環境の確認  
今 後 の課題  ・  生 息 環 境 の 整 備 手 法 に つ い て 詳 細 に 検 討 す る 必 要 が

ある。  

・  サ ナエトンボ類は、幼虫で川を流れ下り、成虫で遡上

する種もいることから、成虫がどこで産卵しているか、

調査することが望ましい。  

・  対 象事業実施区域及びその周辺の区域だけでなく、個

体群の供給源となっている可能性がある、さらに上流

の河辺川流域等についても調査が必要か検討が必要で

ある。  
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4.  今後の調査及び検討予定   

4.1  保全措置に関する検討  

平成 24 年度頃に、施工設備による改変予定区域に生息するアオサナエの移
植を実施する必要があるとともに、他種についても改変区域に限った詳細な
調査を実施する必要がある。  
そのため平成 23 年度までに、詳細な保全措置の実施手法の検討を実施する
必要がある。  
 

4.2  保全措置の具体化のための現地調査  

平成 21 年度以降、保全措置の具体化のために、保全措置対象種の必要とす
る生息環境等について現地調査を実施する。  
 

※  保全措置対象種の生息環境の整備に関する検討イメージ  

今後、水源地振興のための地域整備計画等にあわせて、保全措置対象種に
対する巨石の配置によるオモゴミズギワカメムシの生息環境の創出や、砂礫
底 の 流 れ や 泥 質 の 止 水 域 の 創 出 に よ り ト ン ボ 類 の 生 息 環 境 を 創 出 す る こ と
が可能かどうかについて今後検討していくものとする。  
（右イメージ図参照）  
 

 

 

 

 
 

生息地の整備のイメージ  

流 入 沢 に お け る 淀 み の 創 出
（ ア オ サ ナ エ 対 象 ）  

開 け た 水 面 へ の 巨 石 の 配 置
（ ｵﾓｺ ﾞ ﾐ ｽ ﾞ ｷ ﾞ ﾜ ｶ ﾒ ﾑ ｼ類 対 象 ）  

ワ ン ド 状 の 砂 泥 底 の 淀 み の
創 出 （ ミ ヤ マ サ ナ エ 対 象 ）  


